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学位又
は称号

学位又は
学科の分野

異動元
助教
以上

うち
教授

工学院環境循環システム専攻 2 1

新規採用 4 2

計 6 3

工学府地球資源システム工学
専攻

2 1

新規採用 4 2

計 6 3

学位又
は称号

学位又は
学科の分野

異動先
助教
以上

うち
教授

工学府共同資源工学専攻 2 1

工学府地球資源システム工学
専攻

15 6

計 17 7

修業
年限

入学
定員

2

2 10

編入学
定　員

収容
定員

授与する学位等

10 - 20

- 20

修士（工学） 工学関係

新 設 学 部 等 に お い て
取 得 可 能 な 資 格

　なし

既 設 学 部 等 に お い て
取 得 可 能 な 資 格

北海道大学大学
院工学院
[Graduate School
of Engineering]

授与する学位等
修業
年限

平成29年
４月

【工学府地球資源システム工学専攻】
　・高等学校教諭専修免許状（工業）
　　① 国家資格、② 資格取得可能
　　③ 高等学校教諭一種免許状（工業）を所有し、修了要件単位に含まれる科目のほか、工業の関連科目を修得

新設学部等の名称
編入学
定　員

収容
定員

新

設

学

部

等

の

概

要

九州大学大学院
工学府
[Graduate School
of Engineering]

共同資源工学
専攻

[Cooperative
Program for
Resources

Engineering]

共同資源工学専攻の構成大学：　北海道大学大学院工学院、九州大学大学院工学府

【備考欄】

既

設

学

部

等

の

概

要

既設学部等の名称
入学
定員

専　任　教　員

地球資源システ
ム工学専攻
(修士課程)

2 20 - 40 修士（工学）
平成12年

４月

開設時期

九州大学大学院
工学府
[Graduate School
of Engineering]

工学関係

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

設　置　計　画　の　概　要

事 項 記 入 欄

事 前 相 談 事 項 事前伺い

計 画 の 区 分 研究科の専攻の設置

フ リ ガ ナ ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ｷｭｳｼｭｳﾀﾞｲｶﾞｸ

開設時期
専　任　教　員

設 置 者 国立大学法人　九州大学

フ リ ガ ナ ｷｭｳｼｭｳﾀﾞｲｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸｲﾝ

大 学 の 名 称 九州大学大学院 (Graduate School , Kyushu University)

新 設 学 部 等 に お い て
養 成 す る 人 材 像

① 養成する人材像
　限られた鉱物資源を有効に活用して人類社会を将来にわたって持続・発展させていくため、科学・技術と社会・経済
の双方にわたる高い知識と国際性を兼ね備えた、資源確保の未来を担うグローバル人材を養成する。
② 教育研究上の目的（学生に習得させる能力）
　このために必要な能力・素養として、（１）資源工学の全貌を俯瞰できるエンジニアとしての能力、（２）政治・経済など
の社会的制約条件も考慮してプロセス全体をデザイン・マネージメントできる能力、（３）国際的な場で活躍するために
必要な積極性や適応力、（４）異なる文化や社会を理解して国際的な視点から資源の問題を議論できる力を習得させ
る。
③ 卒業後の進路等
　日本人学生については、資源系の総合商社や国内外の資源開発企業に就職して即戦力として活躍し、将来的には
企業のリーダーとなることが期待できる。また、留学生については、帰国後、母国の資源・環境政策担当省庁の官僚、
資源・環境シンクタンクならびに資源・環境に関わる研究機関および大学等の教員等の職に就き、即戦力として母国の
資源開発および環境保全を推し進めるリーダーとなることが期待できる。

既 設 学 部 等 に お い て
養 成 す る 人 材 像

① 養成する人材像
　持続可能な社会と産業活動の基盤となるエネルギー資源と鉱物資源の探査・開発生産・利用・循環、更に環境修復・
地殻防災・地球環境保全技術等、これらの創造的技術を身に付け、地球規模での発想力と行動力を備えた研究者・
技術者・教育者を養成する。
② 教育研究上の目的（学生に習得させる能力）
　地球資源システムに関する必要な高度な能力に加え、人間性豊かで正義感と責任感の倫理面、工学的応用学力、
課題探究・解決能力、コミュニケーション能力、自主的、継続的に学習できる能力を習得させる。
③ 卒業後の進路等
　国内外の資源系の民間企業、政府機関、大学・研究所等の教育研究機関など、幅広く地球システム工学に関するエ
ンジニアや研究者等として活躍している。
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

資源マネージメントⅠ 1通 両大学 2 ○ 1 兼１ 集中

資源マネージメントⅡ 1・2通 両大学 1 ○ 兼１ 集中

国際人材交流セミナー 1通 両大学 2 ○ 2 集中

国際フィールド調査 1通 両大学 2 ○ 2 2 集中

共同資源工学特別講義Ⅰ 1・2通 両大学 1 ○ 兼１ 集中

共同資源工学特別講義Ⅱ 1・2通 両大学 1 ○ 兼１ 集中

共同資源工学特別講義Ⅲ 1・2通 両大学 1 ○ 兼１ 集中

小計（7科目） － 6 4 0 0 3 0 3 0 兼5 －

環境有機化学 1② 北海道大学 2 ○ 兼１

環境地質学 1② 北海道大学 2 ○ 兼１

金属製錬工学 1② 北海道大学 2 ○ 1

選鉱・リサイクル工学 1② 北海道大学 2 ○ 1

資源サステナビリティ 1② 北海道大学 2 ○ 兼１

資源生物工学 1② 北海道大学 2 ○ 兼１

地下水保全工学 1② 北海道大学 2 ○ 1

資源システム特別講義Ⅰ 1② 北海道大学 2 ○ 2

鉱床学 1③ 九州大学 2 ○ 1

物理探査工学 1③ 九州大学 2 ○ 1

地球熱学概論 1③ 九州大学 2 ○ 1

資源開発工学 1③ 九州大学 2 ○ 1 兼１

資源採掘システム工学 1③ 九州大学 2 ○ 1

地球環境修復工学 1③ 九州大学 2 ○ 1 兼１

石油貯留層工学 1③ 九州大学 2 ○ 1 兼１

資源システム特別講義Ⅱ 1③ 九州大学 2 ○ 1

小計（16科目） － 0 32 0 6 3 0 0 0 兼7 －

資源情報処理 1③④ 北海道大学 2 ○ 兼１

地圏計測工学 1④ 北海道大学 2 ○ 1

環境プロセス鉱物学 1③ 北海道大学 2 ○ 兼１

資源生産システム 1② 北海道大学 2 ○ 兼１

連続体・不連続体力学 1① 北海道大学 2 ○ 兼１

岩盤力学 1① 北海道大学 2 ○ 1

資源地質学 1①② 九州大学 2 ○ 1

海洋探査工学 1①② 九州大学 2 ○ 1

地熱システム学 1①② 九州大学 2 ○ 1 兼１

1③④ 九州大学 2 ○ 1 兼１

固体資源採掘法 1③④ 九州大学 2 ○ 1 兼１

地球微生物学 1③④ 九州大学 2 ○ 1 兼１

地熱生産工学 1③④ 九州大学 2 ○ 1

小計（13 科目） － 0 26 0 5 3 0 0 0 兼8 －

共同資源工学特別演習 2通 各大学 2 ○ 6

小計（1科目） － 2 0 0 6 0 0 0 0

－ 8 62 0 6 3 0 3 0 兼20

工学関係学位又は称号 修士（工学） 学位又は学科の分野

設置の趣旨・必要性

Ⅰ　設置の趣旨・必要性

①　設置に至る社会的背景
　鉱物資源を取り巻く世界の情勢は21世紀に入ってから急激に変化し、自国の鉱物資源を政治・経済問題の切り札として利用する
資源ナショナリズムが台頭してきた。今後、資源の生産・供給を持続・維持していくためには、資源工学に関する広範な知識に加
えて、政治・経済などの制約条件を考慮できる能力や高い国際性を兼ね備えたエキスパートを育成する必要がある。
　資源教育に携わる大学は、以上の社会的な要請に迅速に応えなければならない。しかし、総合的な資源工学の教育プログラムを
有している大学は日本国内に数校のみであり、現状のままでは上記の要請に十分に対応できない。具体的には、(1)教員数が不十分
で単独校ではカバーできない学問領域が存在し、(2)エンジニアリング教育に比較して政治・経済などの側面を扱うマネージメント
教育が手薄であり、(3)国際性を高める教育も十分に体系化されていない。さらに、我が国の資源の研究・教育の全体を見渡すと、
(4)各校が持つ研究・教育のリソースが効率的に運用されていないという問題もあり、これらへの対応は急務である。

－

－

合計（37科目） －

共
通
科
目

－

（別添２－２）

備考

専任教員等の配置

専
門
科
目
Ｂ

－

科目
区分

授業科目の名称 配当年次 開設大学

単位数 授業形態

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 事 前 伺 い ）
（北海道大学大学院工学院・九州大学大学院工学府　共同資源工学専攻）

エンジニアリング経済学

専
門
科
目
Ａ
（

大
学
院
エ
ク
ス
チ
ェ

ン
ジ
セ
ミ
ナ
ー
）
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(4)国際人材交流セミナー（異文化理解を深め、日本と資源国の絆を強くするプログラム）⇒共通科目「国際人材交流セミナー」
　資源開発の現場の大半は海外にあり、資源の開発・生産や取引に関わる人材には、異文化に対する理解や各国・地域の社会シス
テム・文化・歴史などについての深い見識が必要とされる。このような国際感覚を磨き、日本と資源国の資源系人材の間に将来に
わたる強い絆を築きあげることを目的として、各国からの留学生と日本人学生が一堂に集って資源の問題を議論する「国際人材交
流セミナー」を設ける。両校の留学生と日本人学生が一堂に集うことで、単独校で実施した場合と比べて多くの国や地域について
理解を深める機会を作り出す。また、この趣旨に沿って、「国際人材交流セミナー」は、各校を訪れている海外インターンシップ
学生や両校の海外連携校などの学生も参加できるオープンなものとして企画・運営する。

②　設置の趣旨・目的
【専攻設置の必要性】
　前述の現状を打開するためには、資源教育に携わる大学・機関が連携してネットワークを構築し、各大学・機関の得意分野に関
する研究・教育リソースを共有化して各校で補完し合い、資源マネージメント教育などの共通課題に共同で取り組める体制を迅速
に構築する必要がある。このための最も具体性を持ちかつ効果的な方法は、２校以上の大学が協力して共同教育課程を設置するこ
とである。

【教育課程編成の基本的な考え方】
　共同教育課程では、両校が個別に育成してきた人材に比べて、(1)資源工学の全貌を俯瞰できる力、(2)経済や政治などの社会的
制約条件を考慮してプロセスをデザイン・マネージメントできる能力、(3)国際的な場で活躍するために必要な積極性や適応力、
（4)異文化や社会を理解して国際的な視点から資源の問題を考えることのできる力、に優れた人材を育成する。
　これら4つの能力の内、（１）にかかわる教育については、各校の既存の工学教育プログラムを「専門科目A（資源工学の全体像
を俯瞰するために必要な科目群）」と「専門科目B（特定の専門領域に関する発展的な知識を与える科目群）」に整理・再編して有
効活用する。また、従来不十分だった(2)(3)(4)の教育に関しては「共通科目」とし、両校が共同して体系的な教育プログラムの開
発と実施にあたることとした。

Ⅱ　教育課程編成の考え方・特色

【北海道大学と九州大学とで共同設置とする理由】
　資源の開発・生産から利用・循環に至る全貌を俯瞰できる人材を育成するためには、地質、探査、採鉱、選鉱、製錬、環境保
全・修復、リサイクリング、地熱、石油・天然ガスなどに関する幅広い知識を与える必要がある。北海道大学は製錬や環境保全・
修復、リサイクリングなどに関わる教員や教育プログラムが充実している。一方、九州大学は地熱、石油や探査などに関わる教員
や教育プログラムが充実している。

 
(2)資源マネージメント（デザイン・マネージメント能力を高めるプログラム）⇒共通科目「資源マネージメントⅠ・Ⅱ」
　高いレベルで資源の開発・生産から環境保全に至るシステムの全体をデザイン・マネージメントできる人材を育成するために
は、経済・政治学や公共政策などの社会科学的な分野も含めた知識の教育（資源マネージメント教育）が必要である。北海道大学
と九州大学の資源系教育研究部門では、これに関するカリキュラム・教員が手薄なため、新たな教育プログラム「資源マネージメ
ント」を設け、資源マネージメント教育の充実を図る。教員に関しては、資源開発などの現場経験のある社会人、先進的な資源マ
ネージメント教育を実施している海外大学の教員などを招聘・活用する。共同資源工学特別講義Ⅰ・Ⅱ・Ⅲにおいても、資源マ
ネージメント、管理・運営を含めた内容の授業を実施する。

(3)「国際フィールド調査（国際的な積極性・適応力を高めるプログラム）⇒共通科目「国際フィールド調査」
　本プログラムでは、資源の開発・生産や研究などに関する海外の現場を訪問し、そこで抱えている課題などを見いだし現地ス
タッフと議論することで国際的な積極性・適応力を涵養する。研修先の設定には、両大学がこれまで培ってきた海外大学と連携関
係を持つ施設・地域（鉱山）などを利用する。また、本調査派遣に関連して、危機管理マニュアル、派遣先の大学・機関等との密
接な連携・連絡体制の確保、各種保険加入など考えうる備えを行い、各校は自校に在籍する学生の安全確保に努める。なお、共同
で学生を送り出している場合は、連携運営委員会および各大学に設置した事務局間の連絡を密にし、安全確保及び不測の事態にお
ける危機管理に努める。

【特徴的な教育プログラム】
 前述の4つの能力に対応して、共同教育課程では以下の教育プログラムを実施する。

(1)大学院エクスチェンジセミナー（俯瞰力を高めるプログラム）⇒専門科目Ａ群
　北海道大学と九州大学それぞれの特色を反映した講義を両校の学生が受講できるように「大学院エクスチェンジセミナー」を設
け、地質、探査、採鉱、選鉱、製錬、環境保全・修復、地熱、石油などの資源工学の全貌を俯瞰できる人材を育成する。

　このように、北海道大学と九州大学の2校は特色の異なった資源工学教育のプログラムを持っており、両校が連携して教育リソー
スを共有することで、単独校では実現できなかった高度なレベルの資源エンジニアリング教育が可能になる。さらに、日本の資源
教育において今後不可欠となる資源マネージメント教育に関しても、各校が独自に持っている社会人や海外教員へのコネクション
を共有して利用することで、単独校では困難な、充実した教育を実現することができる。
　北海道大学（工学院環境循環システム専攻）と九州大学（工学府地球資源システム工学専攻）は、これまでにも資源工学に関す
る個別のプロジェクトやイベントで協力と連携を進めてきた。また、充実した国際教育の実績や、資源国から日本への留学を促進
する「JICA資源の絆プログラム」における役割（主に資源国の大学教員の教育）は両校で共通している。したがって、両校の連携
の障害はなく、社会が求める高度な資源教育プログラムを具体的にかつ迅速に実現できる。
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１学年の学期区分

１学期の授業期間

１時限の授業時間

【入学制度、カリキュラムの体系性の確保など】
 資源国などからの留学生を積極的に受け入れて国際的な教育環境を作り出すため、学生（定員数　北海道大学10名＋九州大学10名
＝計20名／年度）を4月と10月の2回に分けて入学させる。4学期制（春学期4－5月、夏学期6－7月、秋学期10－11月、冬学期12－1
月）を導入し、九州大学の学生は夏学期に、また北海道大学の学生は秋学期に他方の大学に2か月間滞在して、他方の大学の開講科
目（特に専門科目Aと共通科目）を受講できるようにする。また、学外に出かける「海外フィールド調査」は夏季休業期間（8-9
月）に実施する。以上のようなカリキュラム編成の工夫により、両校の学生は在籍校や入学時期に関わらず、無理なくカリキュラ
ムを履修して必要な能力・資質を修得でき、共同教育課程の一貫性・体系性は確保されている。

授業期間等卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法

【遠隔地で共同教育課程を実施するための工夫】
　北海道大学と九州大学が協力して実施する本共同教育課程は、両大学間の距離を感じさせない形で実施する。春学期と冬学期に
は各大学に分かれて教育を実施するが、エクスチェンジセミナーなどを実施する夏学期と秋学期には両校の学生が一堂に会するこ
とで共同教育課程としての一体感を高める。また、研究・論文指導、学生相談等はテレビ会議システムやSkype等を利用して両大学
間で常時行えるようにする。両大学は東京にオフィスを設置しており、必要に応じて教育や各種会合に利用する。

【研究指導・論文指導・学位授与】
　本籍を置く大学の主指導教員と他方の大学の副指導教員を配置し、両指導教員による研究指導及び論文指導を行う。また、必要
に応じて両大学の他の教員も指導に加わることができるものとする。なお、他方の大学の教員の指導の際には、必要に応じてE-
Mail、Skype、テレビ会議システム等を利用する。修士論文については、「中間発表」を経て論文を提出させ、最終審査の発表・質
疑応答の内容により、審査基準に基づき評価する。なお、論文審査においては、テレビ会議システムなどを利用して両校の審査委
員が参加し、両校の審査の水準を平準化する。その後、両大学の合同委員会により単位の取得状況、修士論文の審査結果を確認・
審査し、両大学の教授会において修了判定を行い、北海道大学、九州大学の連名による修士（工学）の学位を、本籍を置く大学に
おいて授与する。

注）配当年次欄の「１③④」等の表現は、１年次の③学期と④学期を通して１つの科目を開講することを表す。

8週

90分両大学 10（6）

4学期

開設大学 開設単位数（必修）

①共通科目6単位以上、②本籍を置く大学が開講する「専
門科目Ａ」及び「専門科目Ｂ」から12単位以上、③他方の
大学が開講する「専門科目Ａ」から10単位以上、④「共同
資源工学特別演習」２単位、①～④の合計30単位以上を修
得し、修士論文の審査及び試験に合格すること。

北海道大学 30（2）

九州大学 32（2）
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教
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手

1後 2 〇 兼1

破壊管理工学特論 1後 2 〇 兼1

生産システム工学 1後 2 〇 兼1 集中

計算力学特論 1後 2 〇 兼1

地盤環境システム工学 1後 2 〇 兼1

交通環境工学 1後 2 〇 兼1

都市開発プロジェクト論 1後 2 〇 兼1

実践景観デザイン論 1後 2 〇 兼1

構造安定論 1後 2 〇 兼1

廃棄物資源循環学 1後 2 〇 兼1

応用数値解析学 1前 2 〇 兼1

環境流体力学 2前 2 〇 兼1

沿岸・海洋工学特論 1後 2 〇 兼1

船舶運動特論 1後 2 〇 兼1

システム設計特論 1後 2 〇 兼1

制御工学特論 1前 2 〇 兼1

海洋エネルギー利用計画 1後 2 〇 兼1

船舶海洋流体力学特論 1後 2 〇 兼1

船舶海洋振動学特論 1後 2 〇 兼1

船舶海洋計測工学 1後 2 〇 兼1

船舶海洋情報学 1前 2 〇 兼1

船舶用エンジン工学特論 1前 2 〇 兼1

荷重評価学 1後 2 〇 兼1

資源地質学第二 1後 2 〇 1

鉱物工学 2前 2 〇 1

地球情報学第二 1後 2 〇 1

地球情報学第三 2前 2 〇 1

地熱工学特論 2前 2 〇 1

地熱系モデリング 1後 2 〇 1

資源開発環境学 1前 2 〇 1

資源生産システム学 2前 2 〇 1

岩盤工学特論第二 1後 2 〇 1

開発機械システム工学特論 2前 2 〇 1

資源処理工学特論第二 1後 2 〇 1 1

資源処理工学特論第三 2前 2 〇 2

石油貯留層工学 1後 2 〇 1

物質移動工学特論 2前 2 〇 1

地球システム工学特別講義第一 1前 1 〇 兼1 集中

地球システム工学特別講義第二 1後 1 〇 兼1 集中

地球システム工学特別講義第三 2前 1 〇 兼1 集中

応用リスク解析学 1後 2 〇 兼1

国際産学連携研究 1前 2 〇 6 5

地球資源システム工学基礎第一 2前 2 〇 2 2 集中

地球資源システム工学基礎第二 1後 2 〇 4 3

国際プロジェクトマネジメント 2後 2 〇 兼1

振動制御工学 1前 2 〇 兼1

水質変換工学 1後 2 〇 兼1

－ 0 91 0 7 6 0 0 0 兼25 －

コンクリート材料工学 1後 2 〇 兼1

コンクリート構造物設計論 1前 2 〇 兼3 集中　※演習

溶接設計第一 1前 2 〇 兼1

溶接設計第二 1後 2 〇 兼1

構造解析学特論 1前 2 〇 兼1

地震工学特論 1後 2 〇 兼1

地盤解析学 　 1後 2 〇 兼1

（別添２－２）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 事 前 伺 い ）
（九州大学大学院工学府地球資源システム工学専攻（M）【既設】）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

小計（47科目） －

先
　
　
　
　
　
端
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

サステナブルコンクリート技術論
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建設基礎構造学 1後 2 〇 兼1

災害リスク学 1前 2 〇 兼1

防災地盤学 1前 2 〇 兼2 集中

ジオ・インフォマティクス 2前 2 〇 兼1

交通行動分析 2前 2 〇 兼1

地域・都市システム計画学 1前 2 〇 兼1

都市総合交通計画 1前 2 〇 兼2 集中　※演習

鋼構造特論 1後 2 〇 兼2 集中

複合構造工学 1後 2 〇 兼1

連続体力学 1前 2 〇 兼2

応用数理学 1後 2 〇 兼1

河川工学特論 2後 2 〇 兼1

土砂水理学 1前 2 〇 兼1

応用生態工学 1後 2 〇 兼1

環境計画論 1前 2 〇 兼1

地下水環境システム論 2前 2 〇 兼1

船舶コンピュータ支援設計製図 1後 3 〇 兼2

海岸環境工学 2前 2 〇 兼1

海岸波動論 1前 2 〇 兼1

海洋浮体工学特論 1前 2 〇 兼1

流体力学特論第一 1前 2 〇 兼1

流体力学特論第二 1後 2 〇 兼1

船舶基本設計特論 1前 2 〇 兼1

船舶海洋抵抗特論 1前 2 〇 兼1

船舶海洋推進特論 1後 2 〇 兼1

船舶海洋構造力学特論 1前 2 〇 兼1

海洋構造工学 2前 2 〇 兼1

船舶海洋環境学 2前 2 〇 兼1

資源地質学第一 1前 2 〇 1

鉱物工学実験第一 2前 1 〇 1

鉱物工学実験第二 2後 1 〇 1

地球情報学第一 1前 2 〇 1

地球情報学実験第一 1前 1 〇 1

地球情報学実験第二 1後 1 〇 1

地球熱学特論 1前 2 〇 1

地熱工学特論実験第一 2前 1 〇 1

地熱工学特論実験第二 2後 1 〇 1

安全工学特論 1後 2 〇 1

安全工学特論実験 2前 1 〇 1

資源生産システム学実験 2後 1 〇 1

岩盤工学特論第一 1前 2 〇 1

岩盤工学特論実験第一 1前 1 〇 1

岩盤工学特論実験第二 1後 1 〇 1

資源処理工学特論第一 1前 2 〇 1 1

資源処理工学特論実験第一 1前 1 〇 1

資源処理工学特論実験第二 1後 1 〇 1

エネルギー資源工学特論 1前 2 〇 1

エネルギー資源工学特論実験第一 1前 1 〇 1

エネルギー資源工学特論実験第二 1後 1 〇 1

弾塑性力学特論 1前 2 〇 兼2

公共政策論 2後 2 〇 兼1

－ 0 103 0 7 6 0 0 0 兼37 －

建設システム工学演習第一 2前・後 2 〇 兼1

建設システム工学演習第二 2前・後 2 〇 兼1

建設システム工学演習第三 2前・後 2 〇 兼1

建設システム工学演習第四 2前・後 2 〇 兼1

都市環境システム工学演習第一 2前・後 2 〇 兼1

都市環境システム工学演習第二 2前・後 2 〇 兼1

都市環境システム工学演習第三 2前・後 2 〇 兼1

都市環境システム工学演習第四 2前・後 2 〇 兼1

海洋システム工学演習第一 2前・後 2 〇 兼1

海洋システム工学演習第二 2前・後 2 〇 兼1

海洋システム工学演習第三 2前・後 2 〇 兼1

地球資源システム工学演習第一 2前・後 2 〇 1 2

地球資源システム工学演習第二 2前・後 2 〇 4 3

能
力
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発
特
別
ス
ク
ー

リ
ン

高
　
　
　
　
　
等
　
　
　
　
　
専
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

小計（58科目） －
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地球資源システム工学演習第三 2前・後 2 〇 1

地球工学国際連携特論 1前 2 〇 1 2

資源システム工学国際連携特論 1後 2 〇 4 3

エネルギー資源工学国際連携特論 2前 2 〇 1

地球環境工学研究企画 1後 2 〇 6 5

地球資源システム工学国際連携演習 1前 2 〇 6 5

－ 0 38 0 7 6 0 0 0 兼11 －

建設システム工学特論第一 2後 2 〇 兼1

建設システム工学特論第二 2後 2 〇 兼1

建設システム工学特論第三 2後 2 〇 兼1

建設システム工学特論第四 2後 2 〇 兼1

都市環境システム工学特論第一 2後 2 〇 兼1

都市環境システム工学特論第二 2後 2 〇 兼1

都市環境システム工学特論第三 2後 2 〇 兼1

都市環境システム工学特論第四 2後 2 〇 兼1

合意形成論演習 2前・後 2 〇 兼1 ※講義、実習

河川環境設計演習 2前・後 2 〇 兼1 ※講義、実習

海洋システム工学特論第一 2後 2 〇 兼1

海洋システム工学特論第二 2後 2 〇 兼1

海洋システム工学特論第三 2後 2 〇 兼1 集中

地球資源システム工学特論第一 2後 2 〇 1 3

地球資源システム工学特論第二 2後 2 〇 4 3

地球資源システム工学特論第三 2後 2 〇 1

－ 0 32 0 6 4 0 0 0 兼12 －

道路工学実践教室 1前 2 ○ 兼2 ※実習

環境学実習 2前 2 〇 兼2

産学連携研究 2前 2 〇 6 5

国際フィールド演習 2前 2 〇 6 5

－ 0 8 0 6 5 0 0 0 兼4 －

応用数学Ａ 1・2前 2 〇 兼１

応用数学Ｂ 1・2後 2 〇 兼１ 隔年開講

応用数学Ｃ 1・2後 2 〇 兼１ 隔年開講

応用数学Ｄ 1・2後 2 〇 兼１

ルベーグ積分 1・2前 2 〇 兼１

関数解析 1・2後 2 〇 兼１

国際イノベーション特論 1・2後 4 ○ 兼１ 集中

国際オープンマインド特論 1・2前 4 ○ 兼１ 集中

－ 0 12 8 0 0 0 0 0 兼8

1・2後 2 ○ 兼1

1・2後 2 ○ 兼1

日本産業特論 1・2後 2 ○ 兼1

ＩＴ応用第一 1・2前 2 ○ 兼1

ＩＴ応用第二 1・2後 2 ○ 兼1

技術開発マネジメント 1・2前 2 ○ 兼1

Intercultural Communication 1・2後 2 ○ 兼1

エネルギー・環境工学特論第一 1・2前 2 ○ 兼1

日本ビジネス研修 1・2前後 2 ○ 兼1 一部集中

ビジネス日本語 1・2前後 2 ○ 兼1

企業連携インターンシップ 1・2前後 2 ○ 兼1 集中

0 22 0 0 0 0 0 0 兼4 －

環境特論Ⅰ 1・2前 1 ○ 兼1 集中

環境特論Ⅱ 1・2後 1 ○ 兼1 集中

0 2 0 0 0 0 0 0 兼2 －

－ 0 308 8 7 6 0 4 0 兼85 －

グ
科
目

小計（19科目） －

小計（11科目） －

広
　
域
　
専
　
門
　
科
　
目

小計（16科目） －

産
学
連
携
科
目 小計（4科目） －

各
専
攻
共
通
科
目

小計（8科目） －

産
業
工
学
コ
ー

ス
科
目

Advanced Engineering Analysis and
Measurement I
(工学解析・計測特論第一)

Advanced Engineering Analysis and
Measurement II
(工学解析・計測特論第二)

新
炭
素
資
源
学

コ
ー

ス
科
目

小計（2科目） －

合計（165科目） －

学位又は称号 　修士（工学） 学位又は学科の分野 　工学関係

九州大学－7




